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コード

二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

0426 － 事務
北海道心の教育推進会議に関する
こと

②

・推進会議及び幹事会の開催・心の
教育関連施策調査の実施・心の教
育推進キャンペーンの実施・11月強
調月間の取組と展示

社会教
育課

0 0 0.3 0.2 0.5 3,905 -
現状維

持

推進会議及び幹事会の開催・心の
教育関連施策調査の実施・心の教
育推進キャンペーンの実施・11月強
調月間の取組をとおし、引き続き人
権教育指導者の育成を行っていく必
要があるため。

－ ④ ①

推進会議及び幹事会等の打ち合わ
せ及び人権教育者研修会等の心の
教育推進キャンペーンのオンライン
実施を既に行っている。

－ ⑦ ①

推進会議及び幹事会等の打ち合わ
せ及び人権教育者研修会等の心の
教育推進キャンペーンのオンライン
実施を既に行っている。

○ ①
会議体及び研修会等のオンライン
開催を促進しており、人流による感
染防止の軽減に努めている。

現状維
持

0779 － 一般 児童生徒校外体験学習推進費 －
公立学校の校外における学習活動
の引率に係る旅費等の措置

高校教
育課

14,068 14,068 0.1 0.0 0.1 14,849 -
現状維

持
引き続き、校外における学習活動を
継続する必要があるため

－ － － － － － － －
現状維

持

0814 － 一般
道徳教育の抜本的改善・充実に係
る支援事業

－

学習指導要領に基づいた道徳教育
の質の向上とその一層の充実を図
るため、本道の道徳教育に関する
課題に対する取組を行い、道徳教
育の推進を図る

義務教
育課

25,187 0 0.6 2.6 3.2 50,179 - 現状維
持

引き続き、学校の教育活動全体を
通じた道徳教育を推進する必要が
あるため。

現状維
持

1 － 一般 北海道道徳教育推進会議 ②
義務教
育課

4,730 0 － ④ ①
可能な範囲においてオンライン開催
を活用するなどして対応済み。

－ ⑦ ①
可能な範囲においてオンライン開催
を活用するなどして対応済み。

○ ①
可能な範囲においてオンライン開催
を活用するなどして対応済み。

2 － 一般 外部講師派遣事業 ② 義務教
育課

8,767 0 － ④ ①

参加・体験型の教育もあるため、対
面での実施が必要であるところ、可
能な範囲において非接触型のオン
ライン開催を活用するなどして対応
済み。

－ ⑦ ①

参加・体験型の教育もあるため、対
面での実施が必要であるところ、可
能な範囲において非接触型のオン
ライン開催を活用するなどして対応
済み。

○ ①

参加・体験型の教育もあるため、対
面での実施が必要であるところ、可
能な範囲において非接触型のオン
ライン開催を活用するなどして対応
済み。

3 － 一般 教材活用事業 ②
義務教
育課

1,311 0 － ④ ①
可能な範囲においてオンライン開催
を活用するなどして対応済み。

－ ⑦ ①
可能な範囲においてオンライン開催
を活用するなどして対応済み。

○ ①
可能な範囲においてオンライン開催
を活用するなどして対応済み。

4 － 一般 研修事業 ②
義務教
育課

10,379 0 － ④ ①
可能な範囲においてオンライン開催
を活用するなどして対応済み。

－ ⑦ ①
可能な範囲においてオンライン開催
を活用するなどして対応済み。

○ ①
可能な範囲においてオンライン開催
を活用するなどして対応済み。

0823 － 一般
北海道ふるさと教育・観光教育等推
進事業

②

「アイヌの人たちの歴史・文化」と
「北方領土」の学習の充実や、北海
道の自然や文化、観光を含む産業
等の教育資源等を活用、充実する
ことにより、北海道についての理解
を深め、匈奴に対する愛着やほこ
り、社会性を育むふるさと教育・観
光教育等の推進を図る。

義務教
育課

1,339 1,339 0.3 1.3 1.6 13,835
改善
（指標
分析）

ふるさとに対する愛着や誇りを育む
ためには、多様な教育資源を活用
することが効果的であるため、地域
の施設、人材や、動画教材の活用
を促進させる。

－ ④ ①

参加・体験型の教育もあるため、対
面での実施が必要であるところ、可
能な範囲において非接触型のオン
ライン開催を活用するなどして対応
済み。

－ ⑦ ①

参加・体験型の教育もあるため、対
面での実施が必要であるところ、可
能な範囲において非接触型のオン
ライン開催を活用するなどして対応
済み。

○ ①
すでに、オンライン開催等により、コ
ロナ禍の状況に応じた事業内容の
見直しを図った。

北海道の未来を拓く人材の育成を
図るため、子どもたちが健やかに成
長できる環境づくりは重要であり、
いじめの未然防止の取組の一層の
推進を検討すること。
また、北方領土に関する学習におい
て、施設や教材を活用した学校の割
合の増加を図り、ふるさと教育の充
実に向けた取組の一層の推進を検
討すること。

改善

北海道についての理解を深め、郷土に対する
愛着や誇り、社会性のより一層の向上を図るた
め、施設や人材、動画教材等を活用したふるさ
と教育の優れた実践事例を取りまとめ、Ｗｅｂ
ページに掲載し、普及啓発するとともに、学校
教育指導訪問において、指導助言する。

関係部局と連携を図り、道内の学校
に対し、「ジョバンニの島」上映北方
領土学習会、北方領土体験学習の
活用促進などの取組を通じて、児童
生徒のふるさとに対する愛着と誇り
を育む教育活動の充実に努めてい
く。
また、いじめの未然防止の取組の
一層の推進を図るため、スクールカ
ウンセラーやスクールソーシャル
ワーカーの配置の充実を図るほか、
不登校児童生徒に対してオンライン
でカウンセリングを行うことができる
体制の整備を進めるなど教育相談
体制の充実に取り組む

1209 － 一般 不登校児童生徒指導対策事業費 －

・（生徒指導費（不登校児童生徒指
導対策事業費））不登校児童生徒の
学校復帰のための指導施設である
「適応指導教室」「民間施設（フリー
スクール）」と学校等が指導方法等
を協議し、連携を深め、学校復帰へ
の取組を行う
・（問題を抱える子ども等の自立支
援事業費）いじめ・不登校等の生徒
の問題行動の未然防止、早期発
見・早期対応につながる調査研究
事業

生徒指
導・学校
安全課

5,589 574 2.5 3.0 5.5 48,544 - 現状維
持

引き続き、不登校児童生徒への支
援体制の充実に取り組む必要があ
るため。

現状維
持

1 - 一般 不登校児童生徒支援連絡協議会 ② 860 574 － ④ ①
会議のオンライン開催などで対応済
み。

－ ⑥ ①
会議のオンライン開催などで対応済
み。

○ ①
会議のオンライン開催などで対応済
み。

2 - 一般 問題を抱える孤島の自立支援事業 ② 4,729 0 － ④ ①
会議のオンライン開催などで対応済
み。

－ ⑥ ①
会議のオンライン開催などで対応済
み。

○ ①
会議のオンライン開催などで対応済
み。

1210 － 一般 いじめ等対策総合推進事業費 －

・（生徒指導費（いじめ等対策総合
推進事業費））いじめ・不登校等の
生徒の問題行動への対応を行うた
め、次の事業を行う（・２４時間教育
相談電話・いじめ等対策本部・管内
いじめ等対策本部・スクールカウン
セラー活用事業・教育相談員セミ
ナー・ネットコミュニケーション見守り
活動）
・（スクールソーシャルワーカー活用
事業）社会福祉等の専門的な知識
や経験を有する者をスクールソー
シャルワーカーとして活用し、問題
を抱えた子どもに対し、関係機関等
の連携や多様な支援方法を用いて
課題解決を図る

生徒指
導・学校
安全課

174,542 117,795 2.4 5.8 8.2 238,584 -
改善
（指標
分析）

相談支援体制の充実をはじめとす
るいじめの未然防止・早期発見の取
組のさらなる充実を図る。

・北海道の未来を拓く人材の育成を
図るため、子どもたちが健やかに成
長できる環境づくりは重要であり、
いじめの未然防止の取組の一層の
推進を検討すること。
また、北方領土に関する学習におい
て、施設や教材を活用した学校の割
合の増加を図り、ふるさと教育の充
実に向けた取組の一層の推進を検
討すること。

・北海道Society5.0を推進し、未来
技術を活用した将来にわたり安全・
安心で豊かな社会の実現を図るた
め、道民生活の安全・安心の確保と
利便性の向上は重要であることか
ら、取組の一層の推進を検討するこ
と。

改善

　スクールカウンセラーやスクールソーシャル
ワーカーの配置の充実を図るほか、不登校児
童生徒に対してオンラインでカウンセリングを行
うことができる体制の整備などを進め、引き続
き家庭・地域社会・関係機関と連携した生徒指
導・教育相談体制の充実に取り組む。

・関係部局と連携を図り、道内の学
校に対し、「ジョバンニの島」上映北
方領土学習会、北方領土体験学習
の活用促進などの取組を通じて、児
童生徒のふるさとに対する愛着と誇
りを育む教育活動の充実に努めて
いく。
また、いじめの未然防止の取組の
一層の推進を図るため、スクールカ
ウンセラーやスクールソーシャル
ワーカーの配置の充実を図るほか、
不登校児童生徒に対してオンライン
でカウンセリングを行うことができる
体制の整備を進めるなど教育相談
体制の充実に取り組む

・Society5.0を推進するため、SNSを
活用した相談窓口の充実や、不登
校児童生徒に対してオンラインでカ
ウンセリングを行うことができる体制
の整備を進めるなど、ICTを活用し
た相談体制の充実を図る。

1 - 一般 いじめ問題対策連絡協議会 ② 4,190 4,190 － ④ ①
会議のオンライン開催などで対応済
み。

○ ⑥ ①
会議のオンライン開催などで対応済
み。

○ ①
　会議のオンライン開催などで対応
済み。

2 - 一般 教育相談員セミナー等 ② 676 487 － ④ ①
　会議のオンライン開催や、ICTを活
用したカウンセリングなどで対応済
み。

○ ⑥ ①
　会議のオンライン開催や、ICTを活
用したカウンセリングなどで対応済
み。

○ ①
　会議のオンライン開催や、ICTを活
用したカウンセリングなどで対応済
み。

3 - 一般 スクールカウンセラー活用事業 ② 133,590 89,060 － ④ ①
会議のオンライン開催などで対応済
み。

○ ⑥ ①
会議のオンライン開催などで対応済
み。

○ ①
　会議のオンライン開催などで対応
済み。

4 - 一般
スクールソーシャルワーカー活用事
業

② 30,771 20,514 － ④ ①
会議のオンライン開催などで対応済
み。

○ ⑥ ①
会議のオンライン開催などで対応済
み。

○ ①
　会議のオンライン開催などで対応
済み。

5 - 一般
児童生徒ネットコミュニケーション見
守り活動事業

② 5,315 3,544 － ④ ①
　ネット上でのパトロールであり対応
済み。会議についてもオンライン開
催などで対応済み。

－ ⑥ ①
　ネット上でのパトロールであり対応
済み。会議についてもオンライン開
催などで対応済み。

○ ①
　ネット上でのパトロールであり対応
済み。会議についてもオンライン開
催などで対応済み。

1211 － 一般 子どもの人間関係づくり推進費 －

人間関係を形成する力や自己表現
力、他者への思いやりや規範意識
を育み、予防的な観点から、いじめ
や不登校等の未然防止に向けた重
点的な取組を行う。

生徒指
導・学校
安全課

2,916 0 0.6 0.9 1.5 14,631 - 現状維
持

引き続き、児童生徒がいじめの問題
を自分のこととしてとらえ、考え・議
論することで、いじめの未然防止に
取り組む必要があるため。

現状維
持

1 - 一般 中1ギャップ未然防止事業 ② 1,554 0 － ④ ①
会議のオンライン開催などで対応済
み。

－ ⑥ ①
会議のオンライン開催などで対応済
み。

○ ①
　会議のオンライン開催などで対応
済。

2 - 一般
児童生徒仲良しコミュニケーション
活動奨励事業

② 1,362 0 － ④ ①
会議のオンライン開催などで対応済
み。

－ ⑥ ①
会議のオンライン開催などで対応済
み。

○ ①
　会議のオンライン開催などで対応
済み。

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

令和３年度　事務事業評価調書 11091

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

豊かな人間性と社会性を育む教育の推進

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

1／2 11091



二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

1212 － 一般 被災児童生徒の心のケア対策費 －
東日本大震災により、精神的に不
安を抱えている被災児童生徒に対
して、心のケアを行う。

生徒指
導・学校
安全課

3,096 0 0.1 0.1 0.2 4,658 - 現状維
持

引き続き、相談支援体制の充実を
図る必要があるため。

－ － － （実質人件費であるため） － － － （実質人件費であるため） － － （実質人件費であるため）
現状維

持

1213 － 一般 道立高校スクールカウンセラー －

スクールカウンセラーを道立学校に
配置し、生徒へのカウンセリング、
教職員・保護者への助言を行い、生
徒のいじめ・不登校等の問題行動
の未然防止、早期発見・早期解決を
図る。

生徒指
導・学校
安全課

28,673 19,455 1.1 1.4 2.5 48,198 -
現状維

持
引き続き、相談支援体制の充実を
図る必要があるため。

－ － － （実質人件費であるため） － － － （実質人件費であるため） － － （実質人件費であるため） 拡充

1214 － 義務費 いじめ問題審議会（審議会経費） － いじめ問題審議会に関する事務
生徒指
導・学校
安全課

1,247 1,247 1.0 0.0 1.0 9,057
現状維

持
－ － － － － － － －

現状維
持

1215 － 一般 子ども相談支援センター事業費 ②

いじめや不登校などの学校等で生
じる様々な問題について、子どもや
保護者から直接相談を受けて問題
解決につながる支援を行う。

生徒指
導・学校
安全課

19,551 15,212 1.4 0.6 2.0 35,171 現状維
持

引き続き、相談支援体制の充実を
図る必要があるため。

－ ④ ① 会議のオンライン開催などで対応済
み。

－ ⑥ ① 会議のオンライン開催などで対応済
み。

○ ① 　会議のオンライン開催などで対応
済み。

現状維
持

1216 － 一般 ＳＮＳを活用した相談事業費 ②
いじめ等相談に対応するため、国庫
補助事業によりＳＮＳを活用した相
談事業を実施する

生徒指
導・学校
安全課

9,474 6,316 0.3 0.0 0.3 11,817 現状維
持

引き続き、相談支援体制の充実を
図る必要があるため。

－ ④ ① 　オンラインでの相談事業であり、対
応済みであるため。

－ ⑥ ① 　オンラインでの相談事業であり、対
応済みであるため。

○ ① 　オンラインでの相談事業であり、対
応済み。

現状維
持

0 285,682 176,006 10.7 15.9 26.6 ■令和４年度　新規事業
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